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午後２時00分開会 

○事務局 それでは、時間になりましたので開催したいと思います。 

 議事に入る前に事務局から１点、ご連絡事項がございます。 

 本ワークショップでご議論いただいた内容ですけれども、ご発言いただきました皆様の

確認を得ましたうえで議事録として取りまとめて、当研究所のホームページで発表資料と

共に公表する予定でございますので、あらかじめご了承いただければと存じます。 

 それでは浦田先生、よろしくお願いいたします。 

○浦田座長 よろしくお願いいたします。 

 時間になりましたので、早速、本日のご発表に移りたいと思います。 

 本日は、日本総合研究所主任研究員の佐野淳也様にお越しいただきまして、「一帯一路

の進展で変わる中国と沿線諸国の経済関係」というタイトルでお話を伺います。 

 それでは、佐野様、よろしくお願いいたします。 

○佐野主任研究員 日本総合研究所の佐野と申します。よろしくお願いいたします。 

 早速ですが、表紙、目次と進んでいただきまして、裏側にある「はじめに」（表紙を除

いて2ページ目、ページカウント数は以下同じ）をご覧いただけますでしょうか。 

 今回の報告の目的は三つございます。 

 第１の目的は、2013年に一帯一路が提唱されましたが、そのころと比べまして、国際協

調色を強めているということ、その路線変更（シフト）を促した要因についてお示しする

ことです。 

 第２の目的は、一帯一路の成果と課題を整理していく中で理想と現実のギャップも見受

けられると指摘することです。 

 第３の目的は、この後の質疑応答、議論のたたき台の役割を少しでも果たすべく、中国

の一帯一路を踏まえた日本の対応、特にＡＳＥＡＮ地域に関して、私見、私の個人的な意

見や見方を述べることです。 

 報告の流れといたしましては、「はじめに」のシートの右側にあります「流れ」をご覧

ください。一帯一路が打ち出された背景、そして国際協調路線へのシフトまでが一かたま

りです。そして、一帯一路の成果と課題の整理をして、望ましい枠組みとして機能するた
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めの条件、この望ましいというのは、もちろん中国にとって望ましいというのが一義的な

話ではあるのですが、日本、沿線諸国にとっても望ましい枠組みになるためにはどのよう

な条件が必要なのかということについて述べていきます。そして最後が、ＡＳＥＡＮ地域

での日本の対応、あるいは、中国の一帯一路というものを踏まえまして、日本としてはど

のような対応をすべきなのかについて述べて参ります。それをたたき台として、ご議論し

ていただき、コメントもいただければと思っております。 

 対応に関して私なりの結論を先に申し述べますと、やはり中国との競争と協力、両方が

必要ではないかと考えております。一帯一路につきましても、安易に全面的に協力すると

か、あるいは一切協力しないという極端な選択ではなく、相互主義的な対応というものが

必要になってくるのではないか。相手が少し協調的になれば、その分だけ協調的に対応す

るという意味での相互主義が必要なのではないかということを示し、皆様からのコメント

を頂戴できればと思っております。 

 それでは、3ページをご覧ください。「新たな国際協力枠組みとしての一帯一路」とい

う小見出しを付け、一帯一路とはどういう構想なのかということと、この構想が打ち出さ

れた経済的な背景、それをアジアのインフラ需要と中国国内の経済事情、の二つに分けて

説明します。そして、協調路線へのシフトを促した要因について三つ挙げて参ります。 

 次のページ（4ページ）に移ります。 

 まず、皆様と認識を共有するために、一帯一路とは何かということから、ご説明申し上

げます。 

 一帯一路の（公式の）起点は、習近平国家主席が、訪問先で中央アジア（一帯）、ＡＳ

ＥＡＮ（一路）に対して連携強化を呼びかけたところからです。当初、一帯と一路は一体

のものではなかったのですが、2013年の共産党の会議において、経済改革プランを決定し

た際、一帯と一路をセットにして推進しようということになりました。 

 一帯一路を辞書的に説明すると、アジア・アフリカ・欧州と共に発展していこうという

呼びかけだと定義できるかと思います。そして、第１次習近平政権の後半以降、一帯一路

は対外経済戦略の中心になりました。 

 その一帯一路の中身につきましては、ちょっと小さい字で申し訳ないのですが、4ペー
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ジ目の右側の表として示しました。注目されるのは、インフラ整備を進めていくというこ

と。相互の直接投資を増やしていくということ。さらには、沿線諸国との貿易や投資を増

やすことで、内陸部の振興であるとか過剰生産製品の受け皿といった狙いがあると思われ

ます。過剰生産製品の受け皿を除けば、2015年に出された中国の「一帯一路のビジョンと

アクション」に盛り込まれています。 

そして、昨年（2017年）10月の共産党大会では、一帯一路を新たな国際協力枠組み、

プラットフォームと言い切ったのです。さらに、一帯一路の推進を党の規約に盛り込みま

した。特定の政策を党規約に追加することは極めて異例であり、一帯一路を党として進め

ていく、習近平さんがいつかの時点で退任された後も続けていくことになりました。一帯

一路の提唱から現在までの経緯は、このように説明できます。 

 この一帯一路を進めようとする背景としては、皆様もうご存じかとは思いますが、アジ

アの膨大なインフラ需要に対応しなければならないという問題がございます。5ページの

図表に示しましたとおり、中国以外の地域では、インフラ需要を投資で賄い切れません。

したがって、中国としては、このアジアにおけるインフラ需要を自国の発展のために掘り

起こしたいと考える一方で、一国あるいは既存の国際開発金融機関では不足をカバーでき

ないと判断し、一帯一路を打ち出したと言うことができます。 

 6ページも、アジアには膨大なインフラ需要があるということを示したものです。特に、

右側の円グラフは、一帯一路が提唱された当初、中国側でも引用され、ＡＩＩＢなどの新

たな資金提供枠組みを作る根拠になったとみられます。同時に、こうした試算が出るたび

に、アジアのインフラ需要が増える傾向にあることも、これらの図表から酌み取っていた

だければと思います。 

 アジアに膨大なインフラ需要があり、それが一帯一路構想を打ち出した背景の一つであ

るという話に続き、もう一つの背景である中国経済の構造転換及び過剰生産について説明

します。７ページ目をご覧ください。 

 中国の経済成長率と需要項目別寄与度を見ていきますと、2012年に経済成長率が８％を

割り込んで以降、緩やかな減速トレンドが続いており、今ですと大体６％台後半で推移し

ています。 



 - 4 - 

 習近平政権は、2012年の共産党大会の後発足しました。政権発足以降、景気の失速を回

避すべく取り組んできましたが、リーマン・ショック後のような、なりふり構わない投資

拡大、財政出動には慎重な姿勢を崩していません。その理由としては、7ページ右側の図

表で指摘していますように、国内の投資を増やしても、従来ほど成長率の押し上げに貢献

できそうにない。むしろ、それを周辺諸国の経済発展のために使えば、相手側の需要が拡

大して、輸出の増加などを通じて中国経済にプラス効果をもたらすのではないか、そのよ

うな判断に基づき、この一帯一路という構想が打ち出されたのではないかと推測されます。 

 ここまでは、中国経済が投資主導型の成長が難しくなったという話でしたが、続いて過

剰生産についてお話をいたします。 

 中国は、長期にわたって高成長が続きました。そうした中、中国の地場企業、地方政府

は、成長至上主義に傾き、国内の需要を過大に見積もり、生産能力を拡張させるという対

応をずっと続けてきました。リーマン・ショック後の大規模な景気刺激策により、そうし

た傾向は一層強まりました。ところが、近年の景気減速、成長率の低下を背景に、過剰生

産、過剰在庫の問題が表面化しました。 

 過剰生産の典型的な例として、ここでは鉄を見ていきます。今、中国が世界生産の半分

ぐらいのシェアを占めています。ただし、これに見合った需要が国内にあればいいのです

が、そうではなくなったというのが、一帯一路が提唱された当時の状況でした。特に、

2014年半ばから16年にかけて、単価を引き下げてでも輸出を増やして、在庫圧力を減らし

ました。そうした受け皿機能を持続的なものとするために、一帯一路を打ち出したのでは

ないか。中国のベトナム向けの鉄鋼輸出量と単価のグラフを見ていただきますと、この推

測が正しいことを端的に表していると思います。 

 同時に、中国企業の競争力強化が急務となってきました。競争力の強化に向けて、過剰

設備の削減や人員の整理など、リストラの実施は避けられそうもありません。それを円滑

に進めるためにも、一帯一路という形で外に雇用や設備の受け皿を作ることが必要になっ

たと判断し、実際そのような判断に沿った取り組みが見られました。中国経済の側面から、

一帯一路が提唱された背景を説明すると、これらの要因が挙げられます。 

 話は変わりますが、一帯一路とは何か、地理的な範囲、沿線にある国や地域の数など、
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実は人によって、認識のばらつきがあります。古代シルクロードの印象が強いためか、日

本人が一帯一路は新しいシルクロードであるという説明を聞いて総じて連想するのは、陸

のルート（一帯）に限定されがちです。これに加えて、主要港を巡ってヨーロッパに至る

ルート（一路）があります。さらに、一帯一路の陸上ルートについては、中国から南（Ａ

ＳＥＡＮ）に向かうルートもあり、これらを合わせてメインロードと定義してよさそうで

す。 

 ただ、一帯一路の地理的範囲を巡る議論は広がりを見せておりまして、少なくともユー

ラシア大陸以外も対象に含まれることは珍しくなくなりました。まず、南太平洋に向かっ

ていくルートでございます。そして今では、アフリカもそうですし、南米、さらには北極

も一帯一路構想の範疇になっていることもあります。 

 一帯一路を経済圏ではなく、緩やかな協力枠組みと考えれば、明確な地理的範囲を定め

る必要はないのかもしれません。ただ、推進主体である中国政府においても、人や部署に

よって、一帯一路の地理的範囲、沿線国数が若干異なっている、曖昧になっていることは

認識しておく必要があるでしょう。例えば、今回の報告では、比較がしやすいよう当初か

ら有力視されていた64カ国説に基づき分析しています。これは、中国政府のあるシンクタ

ンクが作成した資料に依拠したものですが、別の省庁の資料によりますと、中国を除く一

帯一路の沿線国は68と定義されています。 

 そして、一帯一路の沿線国数の根拠となり得るものは、完全非公表ではないものの、よ

く探さないと見つからないのが現状です。積極的に公表していた時期もあったのですが、

今は積極的には公表されていません。それはなぜなのか、中国の立場で考えますと、沿線

の内と外を明確に分けた場合、沿線外の国を排除する印象を与えかねない。沿線外の国か

らの協力を得やすくするために、あえて曖昧にしているのではないかと思われます。 

 ただ、そうは言いましても、中国としても、内陸部の安定とか発展を考えるのでしたら

周辺諸国との関係を重視したい。一帯一路でカバーされる範囲が世界中に広がったとして

も、ルートの途中にある国、特に国境に近い国とは仲良くしなければ効果は薄れてしまう。

こうした点も踏まえ、私の報告では、近隣中心にリストアップされた64カ国を一帯一路の

沿線諸国と定義して（地域の区分は一部変更）、貿易や投資の推移などについて後程説明
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します。 

 4ページ右側の表で示したとおり、一帯一路は、国益重視の色合いが元々強いものでし

た。過剰生産された製品の受け皿、内陸部振興との連動、中国企業の競争力強化に資する

といった側面が重視されていたのです。 

 ところが、11ページを見ていただきたいのですが、習近平政権が2期目に入る前あたり

から、一帯一路のアピール度合いが少し変わってきました。国際協調色を強めてきたので

すが、その背景には、三つの理由があると考えられます。 

 内的な理由としては、中国経済の持ち直しが挙げられます。減速トレンドは変わらない

のですが、景気は少しだけ持ち直してきました。７ページ目の1-4、「中国経済の構造転

換」を見ていただきますと、17年の経済成長率は16年を少しだけ上回っています。6.7が

6.9になったという程度ですが、こういったことも含めまして、景気刺激策が少しだけ行

われた結果、内需が持ち直し、過剰生産・在庫のはけ口を海外に求める必要性が低下した。

その分、協調路線を取りやりやすくなったと考えられます。 

 そして、ここから述べる二つは、いずれも外的な要因です。一つ目の外部要因として、

トランプ政権の誕生で米国のグローバル戦略が変わったことです。今、米国は TPP やパリ

協定からの離脱といった極端と思えるような自国第一主義に基づくグローバル戦略を展開

しています。これに対して、中国は、それと正反対の戦略を取ったほうが、米国に代わっ

て世界のリーダーになれる可能性は高まると判断したのではないでしょうか。だからこそ、

昨年以降貿易や投資の自由化推進、現行の国際秩序の維持・強化をアピールするようにな

っています。2017年の共産党大会において、2050年までに総合国力や国際的な影響力で世

界のリーダーを目指すという目標が掲げられております。この目標の達成に近づくため、

一帯一路で国際協調色を強めておこうとの判断になったと言えます。 

 そして、三つ目の要因は、中国に対する警戒感の高まりに対処をしなければいけないと

いうことです。中国としては、領有権で譲歩するつもりは全くないですが、国際社会の抱

く対中警戒感は和らげなければいけない。そのためには、一帯一路をはじめとする対外経

済戦略において、他国を犠牲にして自国の発展を求めないということをもっとアピールし

たほうが望ましいのではないか。こんなふうに変わったと考えられます。領有権問題では
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強硬な姿勢を崩さず、それ以外の分野ではできるだけ柔軟姿勢にシフトする手法です。 

 そのような手法を取る契機となったのは、南シナ海の仲裁裁判です。仲裁裁判は2013年

から始まり、2016年に裁定が出ました。裁定の結果は、中国の主張や行動が国連海洋法条

約に総じて基づかないという内容でしたけれども、それでも中国は相変わらず、南シナ海

における歴史的な権利を主張しています。習近平政権としては、領有権や海洋権益では一

切譲歩しない、妥協しない姿勢を維持しつつも、強硬路線一辺倒では、中国の主張が国際

的になかなか受け入れられない、とりわけ南シナ海問題で対立関係にある国も少なくない

ＡＳＥＡＮの支持を得にくいことも十分承知しています。それ故、領有権問題とは分離可

能な一帯一路では協調路線にシフトし、沿線各国との協力を拡大することで、中国に対す

る海外の警戒感を少しでも和らげたい。そうした意向がはたらいたと推測されます。 

 これらを踏まえまして、次のページ（12ページ）をご覧ください。 

 習近平政権としては、これから経済面で強い国になりたい、質の高い発展を図りたいと

いうことで、構造改革の推進もありますが、対外開放を継続していく方針です。対外開放

策の中心が一帯一路であり、一帯一路は新たな国際協力枠組みでもあると表明しました。

そして、前にも述べましたが、一帯一路の推進を共産党の規約に組み込んだのです。 

 さらに、一帯一路のスローガン「共商、共建、共享」は、共に協議し、共に作り、共に

分かち合うというものだそうですが、これが中国のグローバル・ガバナンス観そのものだ

ということを党大会の政治報告の中で強調しました。 

 全体としては一帯一路の重要性を強調する中、今までよりもトーンが弱まったものもあ

ります。これまで、一帯一路を国内地域振興策としても位置付けていましたが、今回の政

治報告でその部分が抜け落ち、国際協力枠組みとしての側面だけが際立つようになりまし

た。党大会の政治報告から見た第2次習近平政権下の一帯一路とは、以上のようにまとめ

られます。 

 経緯や背景に続き、一帯一路の成果としてはどのようなものがあったのか、課題にはど

ういうものがあったのか、13ページ以降の「成果と課題」で説明していきます。 

 結論を先に申し上げますと、成果も課題も顕著になりました。 

 成果としてまず挙げられるのは、構想賛同国の数が増えたことです。というのは、最初
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は数カ国程度だったものが、この1、2年で急増し、86の国と国際機関が一帯一路に関する

協力覚書を締結しました。単純に考えれば、一帯一路の沿線国数を超えた支持を集めたと

言えます。 

 また、境外経貿合作区、産業協力パークというふうに訳せばよろしいかと思うのですが、

そういうものが一帯一路域内で数多く設置されました。特に、ＡＳＥＡＮとか中央アジア

との間で産業協力パーク、それも双方向で設置する動きが活発です。カザフスタンとの産

業協力では、産業協力に特化したファンドが設立されるなど、パーク以外の進展も顕著に

見られます。 

 昨年５月に一帯一路国際協力ハイレベルフォーラムを開催、これにも数多くの国が参加

し、協力に関する文書や協定が数多く結ばれたことも成果の一つに挙げられます。ただし、

構想に対する懸念を一掃するまでには至らなかったということにも注意を払う必要があり

ます。 

 フォーラム期間中、中国は、一帯一路をもっと推進しようという観点から、中国人民銀

行の主導で作られたシルクロード基金（インフラ整備や産業協力に投融資）への1,000億

元の追加出資、政策銀行による特別貸出枠の設定、さらには輸入や投資の拡大などを表明

しました。このように、中国が一帯一路の推進に向けて政策措置を上積みしていることも

成果の一つとみなしてよいでしょう。 

 その他の主要な成果としては、ＡＩＩＢ（アジアインフラ投資銀行）が挙げられるかと

思います。今、ＡＤＢ（アジア開発銀行）には67の国と地域が加盟していますが、ＡＩＩ

Ｂは2017年末時点で84の国と地域が加盟しており、加盟数ではＡＤＢを上回る金融機関と

なりました。2016年から融資案件を承認するようになり、その数を着実に増やしています

が、その多くでＡＤＢや世界銀行などとの協調融資を選択しています。協調融資の際、他

の国際開発金融機関と同額か少なめかにとどめる慎重さも見受けられます。そうした姿勢

が評価されて、ＡＩＩＢは三つの主要格付会社から去年、最上位の格付をもらうことがで

きました。これにより、一帯一路構想が提唱された当初より指摘されていた、資金調達

（インフラ整備）に関する懸念も解消に向かっています。なお、17ページ目の表は、2017

年末時点でＡＩＩＢが融資を認めた案件のリストです。 



 - 9 - 

 貿易についても、成果が挙がっています。18ページのグラフに示したシェアというのは、

中国の貿易全体に占める一帯一路の割合ですが、輸出入ともシェアが上昇基調をたどって

いることがお分かりになるかと思います。 

 中国の一帯一路構想において、鉄道輸送が注目を集めています19ページ左側の表は、中

国―欧州間における国際貨物鉄道輸送ルートの中のごく一部を示したものですが、報道に

よりますと、今では38の中国の都市と欧州の13カ国36都市の間で定期貨物列車、中欧班列

と呼ばれていますが、これが１年間に3,673本運行されており、一帯一路の進展に伴って

活発化している模様です。貿易統計を調べますと、一帯一路の沿線諸国ではありませんが、

ドイツとの鉄道貿易が過去最高になっています。これらの点から、鉄道を利用した貿易が

盛んになっており、一帯一路の成果の一つとみなしてよいでしょう。 

 ただし、大きな期待を持つのは少し早いのかなと思う根拠となるのが19ページ右側のグ

ラフです。2017年の一帯一路沿線諸国との鉄道貿易は前年より増えていますが、直近のピ

ークであった2012年をようやく上回った状況です。過去最高は2008年ですが、その水準に

はまだ届いていません。加えて、中国の貿易にとって鉄道輸送の占める割合は５％にも満

たないような状態ですので、過度な期待は禁物と考えます。それでも、中国の内陸部、Ａ

ＳＥＡＮの内陸国、中央アジアにとっては、鉄道貿易の拡大が重要な意味を持ちます。こ

れまでが、港から遠いという地理的な条件が、内陸部（国）にとって経済発展のボトルネ

ックとなっていました。ところが、日数が船便よりは少ないし、航空機に比べれば運賃が

安い鉄道貿易が盛んになれば、今までのボトルネックが解消され、むしろ、鉄道ルートに

あることが強みとなる可能性もあります。 

 対外直接投資の拡大基調も、成果の一つと言えます。2017年は、各国ごとのデータは未

発表ですが、一帯一路向けの対外直接投資額は前年実績を下回ったと発表されています。

それでも減少率は小さく、拡大基調で推移という判断を変えるようなものではないうえ、

全体に比べて落ち込みが小さかったため、対外直接投資全体に占める一帯一路のシェアは

むしろ増えました。 

 ＡＳＥＡＮに絞ってみますと、シンガポールに集中していたものが、それ以外の国も広

がりつつあると言えます。製造業への投資の割合が全体に比べて多いというのも特徴です。
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中国の対外直接投資に関するデータは、国別、業種別はあるのですが、どこの国にどうい

った業種からの投資が多いのかを把握することはできません。ただし、ＡＳＥＡＮは、中

国にとって主要な投資先の一つであることから、どのような業種の投資が多いのかなど、

若干のコメントが付けられています。それによると、そうした特徴が指摘されています。 

 そして、もっと注目されるべき一帯一路の成果として、対外建設請負契約の額や件数の

急増が挙げられます。一帯一路が始動したことにより、潜在的なインフラ需要が掘り起こ

され、その工事を中国企業が請け負う契約が次々と結ばれている。21ページ左側のグラフ

は、こうした状況を示しています。中国の協力により、構想段階にとどまっていたプロジ

ェクトが動き出したのであれば、工事を請け負わせた国にとっても、決してマイナスには

ならず、プラスになると考えられます。また、工事完了額も増えており、契約案件が着実

に執行されれば、実際の工事も今後大きく増えると期待されます。 

 このような成果が出てくる一方、問題点、課題も表面化しています。その一例として、

貿易不均衡の拡大があります。特に南アジアとの間では相手側の貿易赤字が増える方向に

不均衡が拡大しています。22ページのグラフは中国の貿易統計を使っているため、黒字に

なりますが、南アジアとの貿易黒字は、今やＡＳＥＡＮを上回っています。その結果、中

国との経済連携強化を通じて、地場産業を振興させたい、自国経済を発展させたいという

希望や期待は失望へと転化し、反中感情を惹起させかねません。一帯一路による貿易の拡

大は成果ですが、貿易収支の動向次第では、こうした問題が出てくることに注意を払う必

要があります。 

 対中直接投資に関する説明は、省略します。沿線諸国から中国への投資は低迷が続き、

全体に占める割合も低下していますが、これは、直接投資の双方向での拡大を目指す理想

とは異なると指摘するだけにとどめたいと思います。 

 次に、一部のプロジェクトにおいて中国側の対応が問題視されていることについて説明

します。この問題は、一帯一路に伴う課題、少なくとも理想と現実との間のギャップを表

している例と位置付けられます。インドネシアの高速鉄道プロジェクトで、用地の取得や

契約条件の見直しがネックとなり、工事が遅れ、2019年の開業は困難な情勢です。しかも、

このプロジェクトを受注する際、あまりにいい条件を出し過ぎたために、それが引き合い
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に出され、タイ政府から同じような高速鉄道プロジェクトでの条件見直しを求められるな

ど、他の受注活動の足かせになってしまいました。そうした意味で、中国自身にも悪影響

をもたらしたと言えるでしょう。 

 また、去年あたりから、中国政府は部分的にではありますが、自国企業の海外進出に関

する規制を強化しています。規制を強化した理由の説明や法規に示された問題行動、ある

いはこうしなさいといった指摘事項から類推しますと、一部の中国企業が進出先の環境保

護やエネルギー消費に関する基準を無視する、法律に基づく納税をしないといった問題行

動を起こしています。中国企業の海外進出は、一帯一路の推進によって加速しました。そ

うであるならば、一部企業によるこうした問題行動は、一帯一路の課題の一つでもあると

言えます。 

 一帯一路の課題について論じる際、「中国債務の罠」を外すことはできません。スリラ

ンカのハンバントタ港プロジェクトは、その典型例として知られています。中国の協力で

プロジェクトは進みましたが、完成した港はほとんど利用されず、スリランカ政府の放漫

財政もあって、借入資金の返済に行き詰まってしまいました。結果、中国側への株式の99

年間貸与と引き換えで得た11億ドルを返済に充てました。これにより、ハンバントタ港の

運営権は中国側に移りました。ただ、スリランカの対中企業債務は80億ドル以上とされ、

その返済は同国にとってなお重石となっています。 

 債務の罠は、スリランカに限った話ではありません。パキスタンやモルディブ、カンボ

ジアなども、罠に陥る可能性を指摘されています。ＩＭＦによると、カンボジアの２国間

対外債務残高の70％を中国が占めています。パキスタンは、中国の一帯一路構想で最も重

視されている国の一つですが、計画されているプロジェクトの規模があまりに大き過ぎて、

返済が滞る恐れもあります。このように、良かれと思い、一帯一路の一環として行った支

援が反中感情を高めかねないということには、留意する必要があると思います。 

 ここからは、一帯一路が中国や日本、沿線諸国にとって望ましい枠組みとして機能する

ための条件を述べて参ります。中国にとって、日米との関係改善は、一帯一路関連プロジ

ェクトに日米の企業が参入しやすくなるというメリットをもたらします。対米関係の改善

により、ＧＥとシルクロード基金がエネルギープロジェクトで共同投資する契約を結んだ
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ような動きが活発になると期待されます。 

そして、対日関係の改善は、企業の参入以外のメリットも中国にもたらすと想定され

ます。日本など、他の主要な支援国との「分業」が行いやすくなることです。それは、中

国の財政負担を減らし、一帯一路の持続可能性を高める方向に作用するでしょう。被支援

国からすれば、「分業」によってバランスのとれた地域振興、産業構造に資する政策を進

めやすくなります。中国単独で経済協力が行われた場合、地政学的な要因などを勘案し、

中国の思惑と合致した地域のインフラ整備ばかりが進みかねない。産業協力も、中国の希

望と相手国の希望が合致するとは限らない。しかし、日本なども関与することによって弊

害が是正されれば、協力を受ける側にとっても得になります。 

 実務上の改善も、一帯一路が望ましい枠組みとして機能するための重要な条件の一つで

す。先ほど述べた一部の中国企業による問題行動を踏まえ、国有以外の企業についても海

外で利己的な行動に走らないように指導を強化することが求められています。さらに、Ａ

ＩＩＢに関しては、融資案件の承認ベースが若干加速しています。慎重な姿勢を継続する

よう中国が最大の出資国、議決権保有国としてはたらきかけることが重要です。独自の借

款供与に関しては、相手国の財政事情及びプロジェクトの収益性への十分な配慮、考慮が、

中国にとって反中感情を高めないための改善策であり、一帯一路の推進にとってもプラス

になると考えられます。 

30ページに示しましたのは、報告の「まとめ」です。一帯一路は、中国が沿線諸国と

共に経済発展していこうという構想であり、新たな国際協力枠組みとして重視されるよう

になった。成果は出ているが、問題点も幾つか見られる。今後、先ほど述べた対米・対日

関係の改善や相手国への配慮などへの取り組み方次第で、一帯一路への評価、ひいては中

国への評価も変わってくるのではないか。本日の報告をポイントだけ申し上げれば、この

ようにまとめられます。 

 最後に、議論のたたき台として、ＡＳＥＡＮにおいて、日本は中国と量、経済支援の規

模で対抗するのではなく、これまでの支援を通じて獲得した日本への親近感や信頼感、さ

らには現地のニーズに合致した経済・社会開発というもので中国に対する優位性を保ちつ

つ、その後で中国と連携を模索すべきかと思います。そして、中国の一帯一路に、日本が
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どう対処すべきかについては、先方の行動を見極めつつ、同程度の対応策を講じる相互主

義で臨むべきではないかということを私見として示し、私からの報告を終わらせたいと思

います。どうもありがとうございました。 

○浦田座長 どうもありがとうございました。 

 それでは、15分ぐらいですが、Ｑ＆Ａに移りたいと思います。ご質問、コメントがおあ

りの方は、ネームプレートを立てていただければ、こちらからご指名させていただきます。 

 それでは、矢口さん、どうぞ。 

○矢口経済調査部長 国際通貨研究所の矢口でございます。本日は非常に詳しい資料、大

変ありがとうございます。 

 たまたま先週、ミャンマー、カンボジアに出張に行ってまいりました。ＪＩＣＡの債券

市場育成研修を弊研究所が請け負っていることもあり、その視点が中心ではあったのです

が、当然、現地で様々な話を聞いてくると、特にカンボジアのシアヌークビル港では今、

中国人の狼藉がひどいそうです。州政府はその旨を訴えるのだけれども、中央政府、フ

ン・セン政権は、なかなか中国に対して文句を言ってくれないとのことです。 

 本日の資料でも、そうした中国企業のやや常軌を逸した状況が指摘されていますが、要

は、政府レベルではなくて、民間レベルでカンボジアの港湾などに進出し、そこにマフィ

アも入ってルール破りをしているとか、下手をすると人民元が流通してしまうとか、そう

した問題が生じています。まさに一帯一路の行き過ぎの面が出ているという話でした。 

 カンボジアの場合は、他の国以上に中国のほうを向いてしまっていることもあり、実際

なかなか（そうした狼藉を）抑えられないようです。そこで、我が国も協力していけばよ

いのでしょうが、国によってはそれが容易にはできない。我が国の協力がやや難しい国も

あるということを、私としてはコメントしたいと思います。 

 それから、資料の31ページですけれども、我が国の対応策のカギとなるのは「我が国へ

の信頼感や親近感、現地ニーズに合致した（経済・社会開発の技術とノウハウ）」という

記載は、まさにこのとおりだと思います。これだけ中国になびいているカンボジアであっ

ても、財政や金融市場に関するＴＡ（技術支援）については、我が国を頼りとしていると

いう言葉を、同国の経済財務省を含めて各方面から聞きましたので、そうした面が我が国
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の中国に対抗できる軸ではないかと思うところです。 

 以上、コメントでございました。 

○浦田座長 佐野さん、何かありますでしょうか。 

○佐野主任研究員 実例を交えた貴重なコメントありがとうございます。おっしゃったこ

とに異論はございません。中国との関係が密接な国には日本が関与しにくいうえ、中国と

経済協力の規模で対抗するのが難しい状況の下、何をなすべきなのかについて、引き続き

調査したいと考えております。その道標にすべく、多くのコメントを頂戴できればと思い

ます。 

○浦田座長 ありがとうございます。他にいかがでしょうか。 

○仲川社長特別補佐 日本格付研究所の仲川と申します。 

 私はアジアの格付会社との協力を行っておりまして、パキスタンの方と話をしますと、

中国がものすごい勢いでパキスタンに進出してきており、現地の人は、いずれパキスタン

は中国にのっとられるのではないかという危惧を抱いているということをよく耳にします。

港湾や高速道路といったインフラの新設のみならず、古くからある電力会社や証券取引所

なども続々と買収され、人も送り込まれて経営を掌握されているとのことです。一方で、

圧倒的な経済力を背景に、必ずしも経済合理性に基づかずに投資を進める国家資本主義に

対し、日本が正面から対抗していくのは非常に難しいのではないかとも感じています。 

○浦田座長 もし何か佐野さんへの追加的なコメントがあれば。よろしいですか。 

 他にいかがでしょうか。 

 私も幾つか質問させていただきたいのですが、一つは、今のお話にもありましたように、

中国国家資本主義ということで、その言葉を聞くと何か司令塔みたいなものがあって、そ

こが戦略を作り、そして、実施していくというイメージがあるのですが、カンボジアでの、

多分中国の国有企業だと思うのですけれども、その振る舞いだとか、パキスタンでの今お

話があったような行動を見ていると、どうも司令塔のもとで行動しているようには思えな

いのですが、そもそも一帯一路を実施するにあたっての司令塔がどこにあるのか。あるい

は、そういった形で見るのがそもそも一帯一路構想では間違っているのか、その辺はよく

分からないのですが、国家との関係に関する質問が一つです。 
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 それから、私はＦＴＡ、自由貿易協定に非常に関心があるのですけれども、中国が交渉

に参加しているＦＴＡにはＲＣＥＰというのがあるわけですね。この一帯一路というのは、

人によっては、自由貿易協定みたいなものを考えていると言う人もいるわけですけれども、

どうもそうは思えない。その点についてどうなのか。もし自由貿易協定であるとするので

あれば、ＲＣＥＰとの関係はどうなるのか。それから最後に、この地図を見ますとインド

が入っているわけですね。インドもＡＩＩＢのメンバーですし、一帯一路のメンバーとい

うのですか、要は対象国には入っているわけですが、インドは一帯一路をどう見ているの

かというのが三つ目の質問です。質問が多くて申し訳ありません。 

○佐野主任研究員 では、質問順に回答させていただきます。 

 一帯一路を推進するための司令塔があるかどうかですけれども、共産党及び政府の高官

をメンバーとする指導グループ（一帯一路建設工作指導小組）が組織され、国家発展改革

委員会の中に、その事務局も設置されています。共産党や政府の中央が、一帯一路に関す

る重要方針を決定し、決定に沿って実行しようとしていることは間違いないと判断できま

す。 

 しかしながら、一帯一路には、習近平国家主席の呼びかけを機に始められたものだけで

なく、中国企業の海外進出のように、提唱以前から行われていた取り組みもあります。さ

も強力な指示命令系統の下、一帯一路が推進されている。私を含め、このように判断し、

調査・研究している人は少なくありません。その一方で、実務と申しますか、実際のケー

スを調べると、企業や地方政府が中央の指示ではなく、自らの行動原理に基づいて行動し

たと考えるほうが理解しやすいことも事実です。したがって、一帯一路をトップダウンと

とらえるのか、ボトムアップととらえるのか、二者択一ではなく、両方の視点で分析する

ことが必要なのでしょう。ただ、どちらが重要かと尋ねられた場合、一帯一路は習近平政

権の居力なリーダーシップの下で推進されようとしているトップダウンの視点ではないか。

現時点では、このように考えております。 

 ２番目の質問、一帯一路は自由貿易協定なのか、ＦＴＡ、ＲＣＥＰとの関係性について

ですが、浦田先生を十分納得させられるような回答はすぐには出せそうもありません。そ

うお断りしたうえで、質問に答えますと、一帯一路は自由貿易協定ではないけれど、貿易
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自由化を前提とした枠組みであるとみなすことはできます。一帯一路を通じて、輸出のみ

ならず、沿線諸国からの輸入も増やし、貿易を拡大させることが中国の方針として示され

ています。 

一帯一路とＲＣＥＰの関係は、重複する部分はあるものの、地理的範囲など、異なる

点が多いと言えます。ただし、ＲＣＥＰ交渉で貿易自由化が進展した場合、一帯一路にも

そのプラス効果が波及するかもしれません。逆も然りです。そうした期待の一方で、中国

は時間がかかっても厳しいルールを作ってハイレベルの貿易自由化を実現する手法よりも、

緩やかな条件で自国を含む、多くの発展途上国が参加しやすい貿易の自由化を目指してき

ました。先進国主導ではなく、自国主導の独自の貿易自由化を目指していたことも事実で

す。こうした方針と齟齬をきたさぬよう対策を講じつつ、既存の貿易自由化における枠組

みの維持・強化にどう貢献していくのか、中国の今後の取り組みを注視していく必要があ

ると思われます。 

 3番目の質問、インドと一帯一路の関係についてですが、去年の一帯一路フォーラムに、

インドは代表団を派遣していません。報道によると、研究者が数名参加した模様ですが、

政府高官の派遣は見送りました。インドとパキスタンが対立関係にあるにもかかわらず、

中国はパキスタンとの連携強化を優先し、経済協力回廊を建設していますので、インドか

らすれば、一帯一路に警戒感を抱かざるを得ません。前述したハンバントタ港のケースを

はじめ、インドを包囲するような形で、スリランカやモルディブとの協力関係も深めてい

ます。こうした事情から、インドは中国の一帯一路構想を全面的に支持し、その推進に向

けた積極的な協力を躊躇していると考えられます。 

 半面、17ページのＡＩＩＢの融資承認案件リストを見ていただきますと、インドのイン

フラプロジェクトへの融資が承認されています。ＢＲＩＣＳ銀行などでのインドと中国の

協力関係は続いています。したがって、インドは、一帯一路を全面的には拒否しておらず、

ケースバイケースで対応していると考えるのが適切かと思います。 

○浦田座長 所長、どうぞ。 

○土井所長 質問と多少のコメントです。質問は、一帯一路が国際協調路線に転換しつつ

あるのではないかとのご指摘ですが、実態としては最近目立っているのは、スリランカの
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ハンバントタ港とかモルディブの案件のように、大型インフラ案件を中国からの巨額の借

入でファンナンスしたものの、返せなくなり、港湾をはじめ作ったインフラを中国に長期

租借せざるをえなくなるというような、一帯一路案件の負の側面です。一帯一路のレトリ

ックとしては、ＯＤＡのようなイメージを出そうとしているのかもしれませんが、実態は

アメリカのマーシャルプランとは程遠く、むしろ中国の国営企業が商業ベースで案件を形

成しているだけではないか、つまり大盤振る舞いしているというよりは、相手の国を借金

づけにしているだけではないかという見方が一部に出てきています。そういうときに、国

際協調路線というのはどういう意味を持っているのだろうかというのが質問です。 

 また、インドとの関係で言うと、先週、ムンバイのシンクタンクが開催したフォーラム

でこの問題が取り上げられ、インドの専門家の見方を聴く機会があったのですが、カシミ

ール問題であったり、スリランカ、モルディブの問題があったりして、非常に強い警戒感

を持っていました。 

 ＡＩＩＢにはインドも参加していますが、ＡＩＩＢと一帯一路は分けて考えたほうがい

いと思います。中国もＡＩＩＢの手がける案件は全て一帯一路案件だと主張しているわけ

でもなく、両者が重なる部分も当然出てくるでしょうが、インドがＡＩＩＢに入っている

からといって、一帯一路にも賛同しているということでは必ずしもないだろうと思います。 

 大事なことは一帯一路の下で実施されるインフラ案件がプロジェクト実施国及び地域経

済の発展に真に貢献するようになることです。そのためには、プロジェクト実施国の債務

持続可能性がなくなるようなことがあってはいけないので、一つは、実施するプロジェク

トについては、きちんと経済性のあるものにすべきであり、そのための借入についても借

入国の債務持続可能性に十分配慮しての貸し付けにする必要があります。後者については、

一義的には借入国の責任ですが、貸付国たる中国もレンダーズ・レスポンスイビリティの

観点から無謀な貸し付けを行わないようにする重大な責任があります。また、でき上がっ

たインフラが、第三国に開放されたものでなければいけない。国際経済の発展に貢献する

ためには、やはり開放性が大事になります。また、以上の点を確保するためには、一帯一

路案件の実施にあたっての透明性の確保が重要になります。輸銀や国家開発銀行のような

融資機関が、どこのどのような案件に、どのような条件で貸しているのかを明らかにする
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ことが大事です。この４点を今後中国にしっかりと守ってもらえれば、一帯一路が真に国

際的に歓迎されるイニシアティブになるのではないかと思います。 

 公的融資や公的債務問題については、OECD のルールやパリクラブのような関係国で議

論する場がありますが、中国は「いまだに途上国である」という理由でこのようなルール

や場に参加していません。したがって、現状では、中国がやりたいようにやっているとい

うわけですが、今後の国際社会のチャレンジは、中国にどうやって、最低限のルールを守

って、国際社会と協調できるようにするかということではないかと思います。先ほど申し

上げた四つの点を確保するために、中国も参加する形で、新たな基準づくりというか規範

づくりに取り組むことが国際社会の課題ではないかと思います。 

○佐野主任研究員 非常に難しい質問をいただきました。今後、説得力のある回答を出せ

るよう調査・研究を続けて参りますが、現時点でお答えするとすれば、今の中国のやり方

は、国際的に批判され、警戒もされています。それは、国際的な影響力で世界をリードし

たいと考えるようになった中国にとっても決してプラスにはなりません。そのことを自覚

するがゆえに、国際協調路線をアピールするようになりました。ただし、実際の行動を見

直し、強硬姿勢を控えなければ、海外にはメッセージとして伝わりにくいでしょう。そう

した点を外部から指摘し、態度を改めるよう求めても、中国がなかなか耳を傾けそうには

ないのも事実です。 

 では、どうやって聞き入れさせるのかということですが、一つには、ＡＤＢとＡＩＩＢ

との連携強化が一つの方法として挙げられます。また、中国が日本に呼びかけているも第

三国での協力という枠組みを活用し、財政破たんや債務不履行のリスクを高めかねない融

資ではなく、もう少しスマートなやり方を教えると申しますと語弊があるかもしれません

が、こういった方法もあるとアドバイスすることも一案かと思います。中国を直接止める

ことが難しい中、どう制御するかは急務と考えられますが、これといった特効薬を直ちに

示せないのが現状です。 

 インドにつきましては、確かにおっしゃるとおり、一帯一路に対して全面的に拒否して

いるわけではないですけれども、様々な要因が重なって、中国の手法に抵抗している、あ

るいは抵抗できる数少ない国です。おそらく、インド以外の国も、中国に対して反感を持
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ちつつも、中国からの協力、支援は得たいので、正面切っては抵抗しないのでしょう。 

 そうした国に対して、日本は中国と経済関係を深めているから、我々は知らないよとい

う対応だけは避けるべきです。財政事情や膨大なインフラ需要を勘案しますと、日本単独

での支援は厳しいため、日中以外に援助国になれそうな国、周辺諸国やＡＳＥＡＮを巻き

込む形での協力が、有力な選択肢の一つであると言えます。 

○浦田座長 ありがとうございます。時間が来てしまってはいるのですが、根本さんと松

元さん、よろしければ簡潔に、続けてご質問ないしコメントをしていただいて、まとめを

佐野さんにお願いしたいと思います。 

○根本客員研究員 大変新しいところまでフォローした資料で、非常に学ぶところがあり

ました。 

 質問は二つですけど、簡単に言いますと、一つは、中国国内のプロジェクトについては

昨年ぐらいから少し見直そうということになっているような気がします。そこはどう見て

いらっしゃるか。 

 二つ目は対外的側面で、インフラだけではなく、例えば資源確保ですとか、海上交通路

とか陸上交通路とか、どちらかというと経済安全保障的な側面もあるはずで、そうだとす

ると、しばらくこのまま継続・拡大していくかもしれないし、逆に、今お話しに出たよう

に幾つかの国で問題が起こると素早く方針の変更があるのかもしれない。そのどちらへ向

かうとお考えか、この２点です。 

○浦田座長 続けてすみません。 

○松元理事長 私のほうから一つだけ。ＡＩＩＢに関して格付を取ったりして進んでいる

というお話がありましたが、人民元の国際化が進むかと思ったら、むしろ後退していると。

その辺から見ると、ＡＩＩＢが起債していくのに必ずしもよい状況になってきているわけ

でもないのかなと思います。そういうことからいくと、ＡＩＩＢによる起債の現状と今後

の見通しについてどう見ておられるか、お聞かせいただければと思います。 

○佐野主任研究員 質問ありがとうございます。一帯一路への貢献を大義名分として、中

国国内の関係のない投資プロジェクトが進められてしまうという見方は、この構想が出さ

れた頃より、中国で懸念事項として挙げられていました。国際鉄道や海外との産業協力パ
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ークならまだしも、どう考えても違うプロジェクトが結び付けられてしまう。中国は近年、

投資を総じて抑える方向にありましたが、一帯一路関連のプロジェクトは、中央が呼びか

けたものだから中止させにくいという事情もありました。しかし、去年ぐらいから、景気

が少し持ち直したので不要不急の投資プロジェクトは抑える姿勢へと再びシフトしていま

す。そうした中、一帯一路との関係性があまりにも薄いプロジェクトを見直す動きは、今

の習近平政権の経済運営方針と合致しています。 

 本日の報告では、お示ししませんでしたけれども、中国の資源開発向けの対外直接投資

は、近年減少が続いています。少し曲がり角に来ていると思われます。資源開発投資はリ

スクが大きいため、一旦見直しているのでないかと推測できます。 

 ＡＩＩＢによる起債と今後の見通しですが、私、ご質問の分野をあまり調べてないため、

間違った回答になるかもしれません。その場合は、ご指摘ください。債券を発行したとい

う話は、聞いたことがございません。あくまで、債券を発行する条件が整ったという程度

で、今すぐ調達するわけではないと考えられます。（議事録校正の際に調べたところ、早

ければ2018年6月末にドル建て債券の発行を目指すという記事は見つかりましたが、ＡＩ

ＩＢの正式なコメントは確認できませんでした） 

○浦田座長 ありがとうございます。起債に関してはよろしいですか。 

 時間が少しオーバーしてしまいましたので、今日はここで終わりにしたいと思います。

最後に事務局のほうから連絡がありますので、よろしくお願いいたします。 

○事務局 次回、第３回会合ですけれども、６月を予定しておりますので、また詳細が決

まりましたらご案内差し上げます。 

 以上です。 

○浦田座長 非常に活発な議論、ありがとうございます。またこれからもよろしくお願い

いたします。 

 どうもありがとうございました。 

午後３時02分閉会 


